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ま え が き 

 
 高度経済成長期の日本の大企業・中堅企業において、長期雇用慣行、内部労働市場、企業
別労使関係等の仕組みが形成され、普及した。これらの仕組みのもと、やがて「正社員」と
呼ばれるようになる企業の中核人材は、雇用の安定と職業能力向上の機会を得られるように
になった。 

 これに対し、いわゆるバブル経済が崩壊すると、多くの企業は、正社員に比べて柔軟な雇
用調整が可能であり、賃金水準も低い、非正規雇用労働者の活用を増大させた。その結果、
不本意な理由から非正規雇用で働く者が増加するとともに、正社員と非正規雇用労働者の労
働条件格差が社会的関心を集めるようになった。 

 ところで、2000年代に入ると、正社員の働き方をめぐっても、長時間労働・残業、それに
伴うストレスや健康への影響、転勤による家庭生活への支障等、様々な問題が指摘されるよ
うになった。かくして今日では、正社員と非正規雇用労働者の労働条件格差の解消に加え、
両者の働き方の二極化の解消が重要な政策課題となっている。 

 このような背景のもと、労働政策研究・研修機構では、プロジェクト研究「非正規労働者
施策等戦略的労働・雇用政策のあり方に関する調査研究」のサブテーマ「正規・非正規の多
様な働き方に関する調査研究」の一環として、「正社員の仕事と雇用管理の実態変化に関する
研究」に取り組むこととした。同研究会では、主として正社員の雇用管理・人事管理と働き
方の側から、上述の働き方の二極化の解消のために必要な方策を検討した。本報告書は、そ
の成果を取りまとめたものである。 

 本報告書が、政策担当者をはじめ、企業経営者、人事担当者の参考となり、働く人々の就
業環境の改善につながれば幸いである。 
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